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論 文 内 容 の 要 旨 
 
 本論文は、ソーシャルワーク実践における社会資源としての成年後見制度の活用に焦点を当てたもので
ある。ソーシャルワーカーが自らの実践を促進させる、すなわちソーシャルワークの機能強化に向けた成
年後見制度の活用のあり方について検証することを目的とした。研究方法としては、文献研究とヒアリン
グ調査による質的研究の方法を用いた。 
 本論文は、第１部と第２部の２部構成となっており、序章、終章を含め全８章により構成されている。 
第１部は、ソーシャルワーク実践における成年後見制度の活用に関する概念整理を目的とした。３章立
てにより構成され、成年後見制度に関する文献等を用いた文献研究の手法を用いた。各章の内容は以下の
とおりである。 
第１章は、成年後見制度の現状と動向について概観した。成年後見制度の改正に関する背景や内容、申
立件数の推移等の成年後見制度の概況、そして成年後見制度をめぐる新たな動向を整理した。 
 第２章では、ソーシャルワーク実践における社会資源としての成年後見制度の現状や動向について整理
した。ソーシャルワークと成年後見制度との結びつきが強くなった背景や、ソーシャルワーク実践におけ
る成年後見制度の活用状況、ソーシャルワークと成年後見制度の関係性を論じている。 
 第３章では、民法及び成年後見制度に関する文献等を用いて、後見人の後見業務と専有の機能を整理し、
成年後見制度を活用することによって強化されるソーシャルワーク機能を仮説的に検証した。 
ここでは、成年後見制度の活用がソーシャルワーク実践にもたらす効果として、１．不利益状況からの本
人保護、２．本人の心身や生活状況の変化への対応、３．本人の意向や希望の実現、４．代弁機能の強化、
５．ソーシャルワーク本来の業務への集中、の５つを仮説的に導き出した。 
 第２部では、第１部における文献研究によって明らかにしたソーシャルワーク実践における成年後見制
度の活用に関して、実証的に検証することを目的とした。第２部は、全部で３章から構成されている。各
章の内容は以下のとおりである。 
 第４章は、成年後見制度を活用したソーシャルワーク実践の実証的な分析から、成年後見制度を活用す
ることで強化されるソーシャルワークの機能と、成年後見制度を活用する際の基盤となる後見人等との連
携・協働のパターンについて明らかにした。その結果、①援助関係の構築、②クライエント主体の援助、
③医療・福祉サービスの活用、④希望・意向の明確化、⑤希望・意向の実現化、⑥権利侵害の防止、⑦被
害回復の支援、⑧環境の変化の促進、⑨良好な相互作用関係の促進、⑩新たな生活環境の創造、という 10
のソーシャルワーク機能を明らかにした。そして、後見人等との連携・協働のパターンとして、「補強型」
「分離型」「活性型」の３つに類型化した。 
  第５章では、後見人等との連携・協働を促進するために求められるソーシャルワーカーの働きかけにつ
いて明らかにした。その結果、「補強型」では「本人の歩みに基づいた決断・判断の保障」という視点に
基づく①決断や判断に至るまでのプロセスの共有、②本人の歴史に対する理解、「分離型」では「支援者
の機能が発揮できる環境づくり」という視点に基づく③今後の支援過程の見通しの共有、④事例展開上の
相互の役割の意義の共有、「活性型」では「本人と周囲との良好な相互作用関係の構築」という視点に基
づく⑤状況の中にいる本人という意識化、⑥周囲への後見活動の明示、という働きかけを明らかにした。
そして、各類型による連携・協働を図るためのさらなる前提として求められるソーシャルワーカーの働き
かけとして、⑦これまでの支援過程の共有、⑧チームとしての意識統一、⑨後見人等の立ち位置の明確化、
⑩後見人等の活動スタイルの理解、を明らかにした。 
 第６章では、以上の研究成果をまとめるとともに、ソーシャルワーク実践における本研究の意義として、
「積極的権利擁護」の推進、地域を基盤とした権利擁護の促進、予防的視点からの成年後見制度の活用の
３点から論じることを目的とした。 
 以上の内容を「ソーシャルワーク実践における成年後見制度の活用に関する研究－ソーシャルワークの
機能強化に向けて－」として論文にまとめた。 
成年後見制度は、一般的に被後見人等の財産保全と不当な権利侵害からの保護を目的に利用される場合
が多い。しかしながら、本研究では、ソーシャルワーク実践における社会資源として成年後見制度を活用
することによって、本人の財産保全だけではない多様な効果がソーシャルワーク実践にもたらされている
ことを明らかにした。また、後見人等との連携・協働のパターンを３つに類型化することによって、具体
的に実践面において寄与するものとなった。さらに、この研究成果は、地域を基盤とした権利擁護システ
ムの構築、予防的視点からの成年後見制度の活用にも発展的に貢献できるものである。 
 なお、本研究は、文献研究及びヒアリング調査による質的検証を行ったが、ソーシャルワーク実践にお
ける成年後見制度の活用に関する実践及び研究の蓄積が十分にはないという現状があるとはいえ、研究の
対象に合致し、さらにヒアリング可能なソーシャルワーカーが少なかったため、本研究の結論は限定的で
あることは否めない。ヒアリング調査の対象を広げるとともに、量的な調査を実施し、さらに検証を重ね
ていく必要がある。また後見人等の視点にも立った連携・協働のあり方を検証していくことが求められる。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 
本論文は、ソーシャルワーク実践における社会資源としての成年後見制度の活用に焦点を当て、ソーシ
ャルワークの機能強化に向けた成年後見制度の活用のあり方について検証している。具体的には、①成年
後見制度の活用によって強化されるソーシャルワーク機能、②成年後見制度の活用の基盤となる後見人等
との連携・協働のパターン、③ソーシャルワークの機能強化に向けた後見人等との連携・協働の構築方法、
の３点から検証している。 
 本論文の意義は、次の２点に整理できる。第１には、ソーシャルワークの領域において新しい研究分野
を開拓したことである。社会福祉基礎構造改革以降、ソーシャルワークと成年後見制度は密接な関係をも
つが、研究及び実践を含め、その取り組みは揺籃期の域を出ていない。とくに、これまでの先行研究は、
後見活動におけるソーシャルワークの可能性について取り上げているものが多く、本論文で焦点を当てて
いる社会資源としての成年後見制度の活用についての研究はほとんど見当たらない。今後、成年後見制度
を必要とする人たちが増えることが予想されるなかで、ソーシャルワーク実践のための成年後見制度の活
用のあり方について検討したことには大きな価値がある。 
第２には、実践への指向性の高さである。本論文で明らかにされた成年後見制度の活用によって強化さ
れるソーシャルワーク機能や後見人等との連携・協働のあり方は、成年後見制度を活用するソーシャルワ
 ーカーの行動指針なるものを具体的に示したといえる。また、具体の実践の中から得られた知見も踏まえ
て理論として生成し、実践に還元していくという研究姿勢は高く評価できる。 
 本論文は、第１部と第２部の２部構成となっており、序章、終章含め全８章から構成されている。第１
部は、ソーシャルワーク実践における成年後見制度の活用に関する概念整理を目的として３章構成となっ
ている。第１章は成年後見制度の現状と動向について概観し、第２章ではソーシャルワーク実践における
社会資源としての成年後見制度の現状や動向について整理した。第３章では、成年後見制度を活用するこ
とによって強化されるソーシャルワーク機能を仮説的に検証した。ここでは、①不利益状況からの本人保
護、②本人の心身や生活状況の変化への対応、③本人の意向や希望の実現、④代弁機能の強化、⑤ソーシ
ャルワーク本来の業務への集中、の５つを導き出した。第２部では、第１部を踏まえて実証的に検証する
ことを目的とし、３章構成となっている。第４章では、成年後見制度を活用したソーシャルワーク実践の
実証的な分析から、成年後見制度を活用することで強化されるソーシャルワークの機能と、後見人等との
連携・協働のパターンについて明らかにした。その結果、①援助関係の構築、②クライエント主体の援助、
③医療・福祉サービスの活用、④希望・意向の明確化、⑤希望・意向の実現化、⑥権利侵害の防止、⑦被
害回復の支援、⑧環境の変化の促進、⑨良好な相互作用関係の促進、⑩新たな生活環境の創造、という 10
のソーシャルワーク機能を明らかにした。後見人等との連携・協働のパターンでは「補強型」「分離型」「活
性型」の３つに類型化した。第５章では、後見人等との連携・協働を促進するソーシャルワーカーの働き
かけについて明らかにした。その結果、「補強型」では「本人の歩みに基づいた決断・判断の保障」とい
う視点に基づく、決断や判断に至るまでのプロセスの共有と本人の歴史に対する理解、「分離型」では「支
援者の機能が発揮できる環境づくり」という視点に基づく、今後の支援過程の見通しの共有と事例展開上
の相互の役割の意義の共有、「活性型」では「本人と周囲との良好な相互作用関係の構築」という視点に
基づく、状況の中にいる本人という意識化と周囲への後見活動の明示、という働きかけを明らかにした。
そして、各類型による連携・協働を図るための前提となるソーシャルワーカーの働きかけとして、これま
での支援過程の共有、チームとしての意識統一、後見人等の立ち位置の明確化、後見人等の活動スタイル
の理解、を明らかにした。第６章では、以上の研究成果をまとめるとともに、ソーシャルワーク実践にお
ける本研究の意義として、「積極的権利擁護」の推進、地域を基盤とした権利擁護の促進、予防的視点か
らの成年後見制度の活用の３点から論じた。 
 本論文は、ソーシャルワークの領域において新たな研究分野を開拓し、精緻な文献研究及びヒアリング
調査による質的研究に取り組み、その結果としてソーシャルワーク実践における成年後見制度の活用につ
いて実証的に明らかにしたことは、今後のソーシャルワーク実践における権利擁護の推進にも大きく寄与
するものである。これらの点で、本論文は高く評価できる。慎重に審査を行った結果、本審査委員会は本
申請論文が博士（学術）の授与に値するものと認めた。 
